
平成23年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成23年5月20日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 （株）塩見ホールディングス 上場取引所 大 
コード番号 2414 URL http://www.shiomihd.com
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 塩見 信孝
問合せ先責任者 （役職名） 取締役財務部長 （氏名） 杉西 康広 TEL 082-568-8128
定時株主総会開催予定日 平成23年6月29日 有価証券報告書提出予定日 平成23年6月30日
配当支払開始予定日 ―
決算補足説明資料作成の有無 ： 無
決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 388 △63.8 △508 ― △887 ― 2,073 ―
22年3月期 1,074 △96.0 △312 ― △1,353 ― △3,146 ―

（注）包括利益 23年3月期 2,068百万円 （―％） 22年3月期 △3,134百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 29.77 ― ― △5.4 △130.8
22年3月期 △82.17 ― ― △7.6 △29.1

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  △13百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 15,179 332 2.2 2.63
22年3月期 17,843 △2,131 ― △39.56

（参考） 自己資本   23年3月期  333百万円 22年3月期  △2,136百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,125 1,252 △2,389 16
22年3月期 120 940 △1,141 27

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 平成24年3月期の連結業績予想につきましては、現在当社グループが計画している新規事業の本格的な着手の時期は未定であり、現時点では当社グ
ループの業績見込みを合理的に算定することは困難な状況であることから、次期の業績予想に関しましては未定とさせていただき、今後予想が可能となり
ました段階で速やかに公表いたします。 



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 126,654,401 株 22年3月期 53,876,701 株
② 期末自己株式数 23年3月期 2,434 株 22年3月期 2,434 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 69,657,374 株 22年3月期 38,288,514 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 50 △5.7 △848 ― △936 ― 1,322 ―
22年3月期 53 △92.3 △1,421 ― △2,205 ― △4,327 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 18.99 ―
22年3月期 △113.01 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 8,122 △1,707 ― △13.48
22年3月期 9,815 △3,425 ― △63.58

（参考） 自己資本 23年3月期  △1,707百万円 22年3月期  △3,425百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手
続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 平成24年3月期の連結業績予想につきましては、現在当社グループが計画している新規事業の本格的な着手の時期は未定であり、現時点では当社グ
ループの業績見込みを合理的に算定することは困難な状況であることから、次期の業績予想に関しましては未定とさせていただき、今後予想が可能となり
ました段階で速やかに公表いたします。 
 詳しくは、 2ページの 「１ 経営成績（１）経営成績に関する分析」 をご参照下さい。 
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(1）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績  

 当連結会計年度のわが国経済は、世界的な金融危機に端を発した景気低迷の影響が残るものの緩やかに改善への道

筋をつけ始め、雇用環境、所得環境の改善や設備投資意欲の持ち直しもみられました。しかしながら、平成23年３月

11日に発生した東日本大震災及び福島原子力発電所事故の影響は甚大であり、先行きの不透明な状況となっておりま

す。 

  当建設関連業界におきましても、公共建設投資は依然として減少傾向にあり、政府の緊急経済対策の効果などか

ら、民間設備投資は下げ止まりつつあり住宅投資も持ち直してきておりますが、その動きは弱く建設投資の低迷は今

後も続くものと思われ、経営環境は極めて厳しい状況で推移いたしました。 

  このような状況のもと、当社グループは、財務体質の改善と安定的な収益の確保を目的として、新規事業展開の模

索、遊休不動産の売却、販売管理費の削減及び、金融債権者への支援要請、現物出資による第三者割当増資と新株予

約権の発行による資本の増強を行ってまいりましたが、安定的な収益を確保できる事業の構築には至らず、営業損失

並びに経常損失を計上することとなりました。 

  しかしながら債務超過の解消を喫緊の課題として、財務体質の改善を優先的に進めた結果、債務免除益1,025百万

円、損害賠償金収入1,221百万円、貸倒引当金戻入額721百万円等の特別利益を3,427百万円計上することとなりまし

た。 

  その結果、当連結会計年度におきましては、売上高は388百万円（前年同期比63.9％減）、営業損失は508百万円

（前年同期は312百万円の営業損失）、経常損失は887百万円（前年同期は1,353百万円の経常損失）、当期純利益は

2,073百万円（前年同期は3,161百万円の当期純損失）となり、債務超過の状態は解消いたしました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（不動産事業） 

 不動産事業は、当社、株式会社塩見及び株式会社アジリティコーポレーションが営む、不動産の賃貸及び仲介業で

あります。当社グループの方針のもと、遊休不動産の売却を推し進めたため、事業規模そのものは縮小しておりま

す。当連結会計年度におきましては、賃貸物件の売却により賃貸収入が減少したため、売上高131百万円（前年同期

比23.2％減）、営業損失は30百万円（前年同期は9百万円の営業損失）となりました。 

（金融事業） 

  金融事業は、株式会社塩見ファクターが営む、貸金業であります。金融市場の激変や景気悪化で、収益環境自体が

困難な状況にあるため、事業規模そのものは縮小し、主に既存の貸付金について管理、回収を行っております。当連

結会計年度におきましては、営業貸付金に対し貸倒引当金を計上したため、売上高31百万円（前年同期比93.2％

減）、営業損失は342百万円（前年同期は42百万円の営業利益）となりました。 

（産廃事業） 

 産廃事業は、株式会社沖広産業が営む、産業廃棄物処理業であります。当連結会計年度におきましては、需要が伸

び悩む中、原価及び人件費等のコスト圧縮に努めましたが、売上高225百万円（前年同期比10.0％増）、営業損失は

45百万円の損失（前年同期は106百万円の営業損失）となりました。 

②次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、東日本大震災による生産活動の停滞が長期化することで景気全般への影響や、建設

資材等の供給不足や価格上昇が懸念されるなど、なお厳しい状況が続くものと予想されます。 

 このような状況のもとで、当社グループは引き続き資産の圧縮、固定費等の削減及び新たな資本政策を行うことに

よる財務体質の更なる改善を目指すとともに、東日本大震災の復興に係る新規事業の展開により、営業損益の黒字化

を図り、経営を安定させるよう努めてまいります。 

 次期の業績につきましては、現在当社グループが計画している新規事業の本格的な着手の時期は未定であり、現時

点では当社グループの業績見込みを合理的に算定することは困難な状況であることから、次期の業績予想に関しまし

ては未定とさせていただき、今後予想が可能となりました段階で速やかに公表いたします。  

   

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産）  

当連結会計年度末における総資産は、15,179百万円となり、前連結会計年度末に比べて2,664百万円減少いたし

ました。 

これは主に、遊休不動産の売却により固定資産が減少したことと、貸付金の回収により長期貸付金が減少したこ

とによるものであります。 

（負債）  

当連結会計年度末における負債合計は、14,846百万円となり、前連結会計年度末に比べて5,128百万円減少いた

しました。 

これは主に、担保不動産の売却や債務免除に伴う短期借入金の減少によるものであります。  

（純資産）  

当連結会計年度末における純資産は、332百万円となり、前連結会計年度末に比べて2,464百万円増加いたしまし

た。 

これは主に、当期純利益2,073百万円の計上による利益剰余金の増加及び第三者割当増資と新株予約権の発行に

よる株主資本の増強によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて11百万円

減少し、16百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によって得られた資金は、1,125百万円（前年度は120百万円の収入）となりました。これは主に、長期

未収入金の回収によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によって得られた資金は、1,252百万円（前年度は940百万円の収入）となりました。これは主に、長期

貸付金の回収、有形固定資産の売却によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は、2,389百万円（前年度は1,141百万円の支出）となりました。これは主に、借入

金の返済に伴う支出によるものであります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注）１．各指標の算出方法は次のとおりであります。 

・自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

・時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

・債務償却年数 ： 有利子負債／営業活動キャッシュ・フロー 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．各指標はいずれも連結ベースの財務指数により計算しております。 

３．株式時価総額は以下の算定方法に基づいております。 

  株式時価総額 ： 期末株価終値×期末発行済株式（自己株式控除後） 

４．営業活動キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。 

５．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

６．平成20年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フロ

ーがマイナスであるため記載しておりません。  

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率（％）  20.8  19.6  2.0  △17.0  2.2

時価ベースの自己資本比率（％）  27.7  21.5  1.2  9.6  9.2

債務償還年数（年）  60  －  15  134  9

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
 0.6  －  2.7  9.5  142.1
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

株主に対する利益剰余金につきましては、安定配当を基本方針とし、株主利益の増大を念頭に置いて、当期の業

績、将来の見通し等を総合的に勘案して決定すべきものと考えております。 

当期の配当につきましては、繰越損失の払拭に至っていないため、遺憾ながら無配とさせていただきます。 

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主要なリスクには以下のようなものが

あります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。 

①継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事象又は状況について  

当社グループは、当連結会計年度において2,073百万円の純利益を計上し、債務超過の状態を解消いたしました

が、前連結会計年度において312百万円の営業損失及び1,353百万円の経常損失を計上し、当連結会計年度において

も508百万円の営業損失及び887百万円の経常損失を計上することとなりました。また、資金調達面についても、当

社グループへの与信の低下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20年９月以降、金融機関への元利金の

弁済をほぼ凍結しております。 

これらの状況により、当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。

当該事象又は状況の解消が早期に行えなかった場合には、当社グループの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可

能性があります。 

②事業再構築に係わるもの 

当社グループは、市場環境の変化に対応できる組織編成を目指し、連結子会社の売却及び不採算会社の事業停

止、清算により、グループ規模を縮小しております。その結果、従前の主たる事業であった設計、建設及び、建材

事業を停止しております。 

今後の事業展開に関しましては、当社グループが従前より有している顧客情報、建設関連のノウハウ等を活用

し、東日本大震災の復興に係る新規事業を展開していく計画であります。また、当新規事業及び既存事業とのシナ

ジー効果が見込まれる会社のグループ化も検討しており、ビジネスモデルの確認やヒアリング等厳正なデューデリ

ジェンスを実施し、当社の事業基盤、収益基盤の確保に繋がる会社をグループ化していく計画であります。 

その過程で事業の再構築を適切に行うことができない場合、又は再構築によっても想定した事業運営上の改善を

実現できなかった場合は、財政状態及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

③財務環境に係わるもの 

1)資金調達環境の変化について 

当社グループは、金融機関等から借入れを行っておりますが、元利金の弁済を凍結しているため、一部金融機関

の借入に対して期限の利益を喪失しております。したがいまして、今後新たに同様の条件により借換え又は新規の

借入れを行えるとの保証はなく、当社グループが金融機関から適時に必要とする金額の借入れを行うことができな

い場合には、資金調達に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。 

2）貸付金の発生について  

当社グループは、当建設業界の極めて厳しい経営環境の状況下で共存を目指す企業に対して多額の貸付を実施し

ております。それらの貸付金については回収可能性等に充分な検証を行った上で意思決定を行っておりますが、市

場環境の急激な変化や不測の事態等により貸倒が発生する可能性があり、当社グループの財政状態及び経営成績に

重大な影響を及ぼす可能性があります。 

④保有不動産の価格及び収益性の変動について 

当社グループは、事業遂行上必要な販売用不動産、事業用不動産及び賃貸用不動産を保有しております。このた

め、不動産市況の動向その他の要因により不動産価格が下落した場合、もしくは、不動産賃貸市場の市況悪化等に

より保有不動産の投資利回りが変動した場合には、特別損失が発生する可能性があり、当社グループの財政状態及

び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。  
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⑤Ｍ＆Ａの推進について  

当社グループは、Ｍ＆Ａ及び資本参加を含む投資による事業拡大を進めてまいりました。今後の事業再編におい

てもＭ＆Ａ等により、当社グループの既存事業との経営資源の結集によるシナジー効果や投資利益を期待しており

ますが、当該企業の業績に依存する部分が大きく、必ずしも予定どおりの利益を計上できる保証はありません。 

また、当該企業と当社グループとの統合の際、お互いの理解・融合には相当の時間を要するものと考えておりま

すが、予想以上に長期化した場合には双方の事業運営に支障が生じ、当社グループの財政状態及び経営成績に影響

を与える可能性があります。 

⑥代表者への依存について  

当社代表取締役社長である塩見信孝は、当社グループの主要子会社である株式会社塩見の創業者であり、創立時

より事業の基礎を構築し、現在においても経営方針や事業戦略の立案及び決定をはじめ、取引先その他との人脈な

ど、当社グループ事業の中心的役割を担っており、当社グループにおける同氏への依存度は高いものとなっており

ます。 

このため当社グループでは、同氏に過度に依存しないように経営体制を整備し、経営リスクの軽減を図ることに

努めるとともに、各分野での人材育成、強化を行っています。しかしながら、現時点においては、未だ同氏への依

存度が高いため、何らかの理由により同氏が当社の経営者として業務遂行が出来なくなった場合には、当社グルー

プの営業成績及び今後の事業推進に影響を与える可能性があります。 

なお、同氏は平成23年３月31日現在において、当社の発行済株式総数の0.1％を保有しております。 

(5）継続企業の前提に関する重要事象等 

 当社グループは、当連結会計年度において2,073百万円の純利益を計上し、債務超過の状態を解消いたしました

が、前連結会計年度において312百万円の営業損失及び1,353百万円の経常損失を計上し、当連結会計年度においても

508百万円の営業損失及び887百万円の経常損失を計上することとなりました。また、資金調達面についても、当社グ

ループへの与信の低下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20年９月以降、金融機関への元利金の弁済を

ほぼ凍結しております。 

 これらの状況により、当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。 

 当社グループは、これらの状況を解消するために、前々連結会計年度より子会社株式の売却、不採算会社の規模縮

小又は事業の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収を行い、さらに金融機関への

支援要請、第三者割当増資と新株予約権による資金調達を行うことにより、財務体質の改善と経営の安定化を図って

まいりました。この結果、当連結会計年度において債務超過の解消をいたしました。 

 今後につきましては、①財務体質の更なる改善、②収益の柱となる新規事業の展開により、継続して成長するため

の財務基盤と収益基盤を再構築してまいります。財務体質の改善につきましては、第三者割当増資を視野に入れた資

金調達、遊休資産の売却及び金融機関への支援要請による金融債務の圧縮等を計画しております。新規事業の展開に

つきましては、ポータブル放射線測定器（ガイガーカウンター）等の放射線対策に関する機器の販売及び、東北地方

を拠点とした東日本大震災の復興に係る、被災地向けの技術者派遣、津波による瓦礫の廃棄物処理等を行うことを検

討しております。当社グループが培ってきた建設関連のノウハウを最大限活用し、安定収益の見込める事業に経営資

源を集中させ、営業損益の黒字化を目指してまいります。  
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 当社グループは、当社及び連結子会社５社ならびに非連結子会社１社で構成されております。 

 当連結会計年度末において営んでいる事業は、不動産事業、金融事業及び産廃事業となっております。  

 事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係る位置づけならびに事業の種類別セグメントとの関係は次のとおりであ

ります。なお、事業区分は事業の種類別セグメントと同一であります。 

当社グループの経営体制、関係会社を図示すると以下のとおりとなります。 

 

  

２．企業集団の状況

区分 主な事業内容 主要な会社 

不 動 産 事 業 不動産の賃貸及び仲介 
当社、株式会社塩見、株式会社アジリティコー

ポレーション 

金 融 事 業 商業手形の割引、金銭の貸付等 株式会社塩見ファクター 

産 廃 事 業 産業廃棄物処理 株式会社沖広産業 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、建設総合コンサルタントとして、高い技術力を有する事業会社へ投資し、育成発展させることによ

り新たな価値を創造し、社会の発展に貢献することを経営の基本方針としております。 

 この方針の下、持株会社である当社が包括的な戦略を立案し、各グループ会社がその経営戦略に基づいた事業活動を

行うことによって、投下資本のリターンを最大化し、企業価値の向上を図ってまいります。 

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは早急に子会社の赤字体質を改善し、財務基盤を安定させることを当面の目標としております。近年、

営業損益面におきまして赤字が継続している状況でありますため、営業利益を重要な経営指標とし、安定的な収益を確

保しながら、その継続的な拡大を経営目標としております。有利子負債の圧縮、固定費等のコスト圧縮による財務体質

の改善を図るとともに、収益の柱となる新たな事業の構築することにより、継続的な営業利益の拡大を目指してまいり

ます。 

(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 当社グループは、平成20年10月以降、「①市場環境の変化に対応できる組織編成、②当社の建設ノウハウが活用でき

る事業会社への経営資源の戦略的シフト」の基本方針に基づき、子会社株式の売却、不採算会社の規模縮小又は事業の

清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却、並びに金融機関等への支援要請及び増資等による資本増強に

よって、財務体質の改善と経営資源の効率化を推し進めてまいりました。 

 この結果、当連結会計年度において、喫緊の課題であった債務超過の解消を達成いたしました。  

今後につきましては、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しいものと考えられますが、安定的に成長し

続けるために、営業損益の黒字化を目標として、①財務体質の更なる改善と、②収益の柱となる新規事業の構築に取り

組んでまいります。 

 なお、詳細の施策につきましては、「１.経営成績（5）継続企業の前提に関する重要事象等」に前述しておりますの

でご参照ください。 

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、将来の業績回復に向けた事業基盤の再構築を行ってまいります。特に今後の事業を展開するため

の、事業資金の確保と安定的な収益及び既存事業とのシナジーが見込まれる新規事業の構築が課題であります。 

 今後も当社がこれまでに培ってきた建設関連のノウハウを十分に活かし、経営の効率化や収益力を向上させることに

より、企業価値の増大を図ってまいります。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※2  75,590 16,189

受取手形及び完成業務・工事未収入金等 ※2  108,463 60,039

短期貸付金 174,593 273,172

未収入金 1,279,885 679,216

立替金 25,783 18,659

その他 134,563 242,247

貸倒引当金 △20,699 △130,994

流動資産合計 1,778,179 1,158,529

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  2,465,644 ※2  1,854,473

減価償却累計額 △524,268 △450,599

建物及び構築物（純額） 1,941,375 1,403,874

機械装置及び運搬具 61,088 58,985

減価償却累計額 △38,196 △43,353

機械装置及び運搬具（純額） 22,892 15,631

土地 ※2  6,933,652 ※2  6,600,268

その他 14,542 14,733

減価償却累計額 △13,130 △13,549

その他（純額） 1,412 1,184

有形固定資産合計 8,899,332 8,020,958

無形固定資産   

のれん 3,323,965 3,139,267

その他 1,322 1,147

無形固定資産合計 3,325,288 3,140,415

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※2  33,075 ※1  3,313

長期貸付金 3,442,191 2,521,038

破産更生債権等 1,999,531 1,994,459

長期未収入金 1,110,943 307,998

その他 ※2  146,561 ※2  133,683

貸倒引当金 △2,891,255 △2,100,770

投資その他の資産合計 3,841,047 2,859,722

固定資産合計 16,065,668 14,021,095

資産合計 17,843,848 15,179,625
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※2  14,845,843 ※2  9,393,749

未払金 2,896,493 2,877,327

未払法人税等 28,244 34,719

預り金 17,008 16,512

その他 415,317 612,939

流動負債合計 18,202,907 12,935,248

固定負債   

長期借入金 ※2  1,206,281 ※2  1,354,412

債務保証損失引当金 475,015 475,015

その他 90,677 81,955

固定負債合計 1,771,974 1,911,382

負債合計 19,974,882 14,846,630

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,819,805 3,017,429

資本剰余金 2,800,472 2,998,097

利益剰余金 △7,755,417 △5,681,584

自己株式 △947 △947

株主資本合計 △2,136,088 332,995

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,054 －

その他の包括利益累計額合計 5,054 －

少数株主持分 － －

純資産合計 △2,131,033 332,995

負債純資産合計 17,843,848 15,179,625
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 1,074,441 388,887

売上原価 532,045 188,380

売上総利益 542,395 200,507

販売費及び一般管理費 ※1  854,604 ※1  709,361

営業損失（△） △312,208 △508,854

営業外収益   

受取利息 12,320 73,550

受取配当金 331 20

受取賃貸料 5,322 1,633

負ののれん償却額 91,435 －

その他 52,984 20,659

営業外収益合計 162,395 95,863

営業外費用   

支払利息 263,096 194,942

支払手数料 28,265 9,945

持分法による投資損失 16,826 －

株式交付費 44,166 5,088

遅延損害金 812,317 208,684

その他 39,379 55,495

営業外費用合計 1,204,051 474,156

経常損失（△） △1,353,865 △887,146
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 721,307

固定資産売却益 ※2  13,135 ※2  10,383

投資有価証券売却益 1,131 4,083

関係会社株式売却益 102,070 －

事業譲渡益 192,790 －

債務保証損失引当金戻入額 146,643 －

債務免除益 － 1,025,326

損害賠償金収入 － 1,221,419

遅延損害金戻入益 － 308,646

その他 1,453 136,263

特別利益合計 457,224 3,427,430

特別損失   

固定資産売却損 ※3  452,858 ※3  243,185

固定資産除却損 ※4  875 ※4  5,183

投資有価証券売却損 4,569 230

投資有価証券評価損 21,750 －

関係会社株式売却損 88,227 －

債務保証損失引当金繰入額 7,212 －

貸倒引当金繰入額 726,051 －

減損損失 ※5  946,956 ※5  214,151

その他 16,138 －

特別損失合計 2,264,640 462,751

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△3,161,281 2,077,532

法人税、住民税及び事業税 8,635 3,698

法人税等還付税額 △26,314 －

法人税等合計 △17,679 3,698

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△3,143,602 2,073,833

少数株主利益 2,509 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,146,111 2,073,833
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 △3,143,602 2,073,833

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 9,353 △5,054

その他の包括利益合計 9,353 ※2  △5,054

包括利益 △3,134,249 ※1  2,068,779

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △3,134,249 2,068,779
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,534,105 2,819,805

当期変動額   

新株の発行 285,700 197,624

当期変動額合計 285,700 197,624

当期末残高 2,819,805 3,017,429

資本剰余金   

前期末残高 2,514,772 2,800,472

当期変動額   

新株の発行 285,700 197,624

当期変動額合計 285,700 197,624

当期末残高 2,800,472 2,998,097

利益剰余金   

前期末残高 △4,608,640 △7,755,417

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △3,146,111 2,073,833

連結範囲変更による減少高 △666 －

当期変動額合計 △3,146,777 2,073,833

当期末残高 △7,755,417 △5,681,584

自己株式   

前期末残高 △947 △947

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △947 △947

株主資本合計   

前期末残高 439,289 △2,136,088

当期変動額   

新株の発行 571,400 395,249

当期純利益又は当期純損失（△） △3,146,111 2,073,833

連結範囲変更による減少高 △666 －

当期変動額合計 △2,575,377 2,469,082

当期末残高 △2,136,088 332,995
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △4,299 5,054

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,353 △5,054

当期変動額合計 9,353 △5,054

当期末残高 5,054 －

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △4,299 5,054

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,353 △5,054

当期変動額合計 9,353 △5,054

当期末残高 5,054 －

少数株主持分   

前期末残高 45,450 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △45,450 －

当期変動額合計 △45,450 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 480,440 △2,131,033

当期変動額   

新株の発行 571,400 395,249

当期純利益又は当期純損失（△） △3,146,111 2,073,833

連結範囲変更による減少高 △666 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △36,097 △5,054

当期変動額合計 △2,611,474 2,464,028

当期末残高 △2,131,033 332,995
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △3,161,281 2,077,532

減価償却費 106,425 69,005

のれん及び負ののれん償却額 18,529 184,697

貸倒引当金の増減額（△は減少） 763,918 △680,189

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,453 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） 1,896 －

受取利息及び受取配当金 △12,651 △73,571

支払利息 263,096 194,942

固定資産売却損益（△は益） 439,723 232,802

固定資産除却損 875 5,183

減損損失 946,956 214,151

投資有価証券評価損益（△は益） 21,750 －

投資有価証券売却損益（△は益） 3,437 △2,375

関係会社株式売却損益（△は益） △13,842 －

債務免除益 － △1,025,326

遅延損害金 799,824 208,684

遅延損害金戻入益 － △308,646

損害賠償金収入  △1,221,419

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △138,984 －

事業譲渡損益（△は益） △192,790 －

前渡金の増減額（△は増加） △20,695 －

持分法による投資損益（△は益） 16,826 －

売上債権の増減額（△は増加） 587,342 △3,992

未成業務・工事支出金の増減額（△は増加） 37,773 －

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 38,036 －

仕入債務の増減額（△は減少） 76,076 34,261

未払消費税等の増減額（△は減少） 24,093 △10,814

未成業務・工事受入金等の増減額（△は減少） △26,757 －

その他 △421,834 1,192,636

小計 156,288 1,087,561

利息及び配当金の受取額 11,387 27,736

利息の支払額 △31,888 7,919

法人税等の支払額 △15,555 2,776

営業活動によるキャッシュ・フロー 120,232 1,125,994
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 52,953 47,922

有形固定資産の取得による支出 △9,386 △8,224

有形固定資産の売却による収入 388,162 380,630

無形固定資産の取得による支出 △2,115 －

無形固定資産の売却による収入 136 －

投資有価証券の取得による支出 △148 △59

投資有価証券の売却による収入 10,311 21,393

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

※2  1,460 －

関係会社株式の売却による収入 38,847 －

事業譲渡による収入 200,000 －

短期貸付けによる支出 △2,195,335 △377,760

短期貸付金の回収による収入 2,086,886 220,958

長期貸付けによる支出 △353,280 △456,047

長期貸付金の回収による収入 716,056 1,427,016

その他 6,400 △3,413

投資活動によるキャッシュ・フロー 940,949 1,252,416

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,414,485 △1,944,730

長期借入れによる収入 234,211 300

長期借入金の返済による支出 △491,078 △688,324

株式の発行による収入 515,033 －

新株予約権の発行による収入 15,000 2,250

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 243,000

配当金の支払額 △245 △2,453

ファイナンス・リース債務の返済による支出 －  

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,141,563 △2,389,957

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △80,381 △11,547

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △12,676 －

現金及び現金同等物の期首残高 120,794 27,736

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  27,736 ※1  16,189
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(5）継続企業の前提に関する注記

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 前々連結会計年度からのサブプライムローン問題の長

期化に起因する金融市場の信用収縮、公共投資の減少傾

向が継続する中で、住宅投資の減少、熾烈な価格競争、

資材の価格の高騰による事業延期、改正建築基準法によ

る設計業務の長期化等により、当社グループを取り巻く

事業環境は極めて厳しいものとなっております。 

 これにより前連結会計年度においては、売上高の大幅

な減少等による営業損失1,347百万円、経常損失1,787百

万円、貸倒引当金繰入額、関係会社株式売却損等による

特別損失5,725百万円を計上し当期純損失が5,939百万円

となり、純資産額が480百万円となりました。そのため、

金融機関数社との間で締結しておりますコミットメント

ライン等に付与されております財務制限条項に抵触致し

た結果、一部の金融機関の借入に対し期限の利益を喪失

しております。 

 また、当連結会計年度においても世界的な金融危機の

影響は根強く、一部企業の収益改善は見受けられるもの

の、企業収益や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷等引き

続き厳しい状況で推移しております。民間設備投資の慎

重姿勢や公共投資の縮小継続など、当社グループの事業

環境は依然として厳しい状況が続き、営業損失312百万

円、経常損失1,353百万円、当期純損失3,146百万円を計

上し、純資産合計は2,131百万円の債務超過状況となりま

した。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループはこの状況を解消するため、子会社株式の

一部又は全株式の売却、不採算会社の規模縮小又は事業

の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売

却及び貸付金の回収、金融機関への支援要請等を行って

おります。また、第三者割当増資と新株予約権の発行に

よる資金調達を行い、財務体質の改善を図り経営を安定

させることも同時にすすめております。 

 今後、一部金融機関の借入に対し期限の利益を喪失し

ているものは、債務返済の繰り延べ、縮減の交渉を継続

的に進め、負債付き資産の売却、債務の株式化等により

債務超過の解消に取組んでまいります。また、債務の縮

減を図ると同時に、新たな資本政策を行うことにより、

従前より当社が保有している建設関連事業のノウハウと

シナジー効果が見込まれる新たな会社に対し、売上、収

益、財務内容、資金負担等を総合的に検討し、当社の事

業基盤、収益基盤の確保に繋がる会社をグループ化して

いく計画であります。その結果、当社グループの企業価

値向上、株主価値向上に繋がり、持続的成長に向けた企

業価値向上が可能になると考えております。 

 当社グループは、当連結会計年度において2,073百万

円の純利益を計上し、債務超過の状態を解消いたしま

したが、前連結会計年度において312百万円の営業損失

及び1,353百万円の経常損失を計上し、当連結会計年度

においても508百万円の営業損失及び887百万円の経常

損失を計上することとなりました。また、資金調達面

についても、当社グループへの与信の低下により資金

調達が困難な状況が続いており、平成20年９月以降、

金融機関への元利金の弁済をほぼ凍結しております。 

 これらの状況により、当社グループには、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しており

ます。 

 当社グループは、これらの状況を解消するために、

前々連結会計年度より子会社株式の売却、不採算会社

の規模縮小又は事業の清算、グループ全体の販管費削

減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収を行い、さ

らに金融機関への支援要請、第三者割当増資と新株予

約権による資金調達を行うことにより、財務体質の改

善と経営の安定化を図ってまいりました。この結果、

当連結会計年度において債務超過の解消をいたしまし

た。 

 今後につきましては、①財務体質の更なる改善、②

収益の柱となる新規事業の展開により、継続して成長

するための財務基盤と収益基盤を再構築してまいりま

す。財務体質の改善につきましては、第三者割当増資

を視野に入れた資金調達、遊休資産の売却及び金融機

関への支援要請による金融債務の圧縮等を計画してお

ります。新規事業の展開につきましては、ポータブル

放射線測定器（ガイガーカウンター）等の放射線対策

に関する機器の販売及び、東北地方を拠点とした東日

本大震災の復興に係る、被災地向けの技術者派遣、津

波による瓦礫の廃棄物処理等を行うことを検討してお

ります。当社グループが培ってきた建設関連のノウハ

ウを最大限活用し、安定収益の見込める事業に経営資

源を集中させ、営業損益の黒字化を目指してまいりま

す。 

 しかしながら、金融債務の圧縮については金融機関

等と協議しながら進めている途中であり、増資による

資金調達についてもスポンサーとの協議が必要である

ため、計画通り進行しない可能性があります。また、

新規事業の展開についても事業の構築を適切に行うこ

とができない可能性、又は構築によっても想定した事

業運営上の改善を実現できない可能性があるため、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められます。 

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を連結財務諸表には反映しておりませ

ん。 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 しかし、これらの施策に関しては、売却・譲渡・事業

会社の再構築が計画どおりに進行しない可能性があるた

め、財務体質改善は金融機関等と協議を行いながら進め

ている途中であるため、また、増資による資金調達は計

画どおり実行されない可能性があるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を連結財務諸表には反映しておりません。 
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(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数    ５社 

主要な連結子会社の名称 

 連結子会社名は「第１企業の概況４関

係会社の状況」に記載のとおりでありま

す。  

 ㈱アジリティコーポレーションは、実

質支配基準により当連結会計年度末日を

もって、連結子会社となりました。  

 ㈱塩見キャリアフィールディング、中

央設計㈱及び㈱田辺設計は第１四半期連

結会計期間に、㈱ＫＲコーポレイション

（旧 ㈱アペック）は第３四半期連結会

計期間において全株式を売却したため、

また、㈱第一土木コンサルタントは第３

四半期連結会計期間より事業を売却し会

社清算の準備に入り重要性が無くなった

ため、旭調査設計㈱は、当連結会計年度

末に担保株式を返却したため、連結の範

囲から除外しております。 

(1) 連結子会社の数    ５社 

主要な連結子会社の名称 

 連結子会社名は「第１企業の概況４関

係会社の状況」に記載のとおりでありま

す。  

  

  (2) 主要な非連結子会社等の名称及び連結

の範囲から除いた理由 

（非連結子会社等の名称） 

塩見(天津)設計資詢 

(2) 主要な非連結子会社等の名称及び連結

の範囲から除いた理由 

（非連結子会社等の名称） 

      同左 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社等は、小規模であり、合計

の総資産、売上高、当期純利益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

  

（連結の範囲から除いた理由） 

       同左  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 －社 

 ㈱エネシステムは、第２四半期連結会

計期間に、㈱安全性研究センターは、第

４四半期連結会計期間において株式を売

却したため、当連結会計年度より関連会

社に該当しなくなったため、持分法適用

の関連会社から除いております。 

  

(1) 持分法を適用する非連結子会社及び関

連会社はありません。 
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前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社等及

び関連会社の名称並びに持分法を適用し

ない理由 

会社等の名称  

（非連結子会社） 

塩見(天津)設計資詢 

㈱新潟耐震設計  

(2) 持分法を適用しない非連結子会社等及

び関連会社の名称並びに持分法を適用し

ない理由 

会社等の名称  

（非連結子会社） 

     同左 

  

     持分法を適用しない理由  

 持分法を適用しない非連結子会社

は、いずれも小規模であり、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外し

ております。     

   持分法を適用しない理由  

     同左     

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち２社の決算日は連結決算

日と異なっております。なお、決算日の差

異が３ヶ月を超える場合は、連結決算日で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使用

し、３ヶ月を超えない場合には、当該決算

日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行って

おります。 

        同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ 

時価法 

ロ デリバティブ 

同左 

  ハ たな卸資産 

① 未成業務及び工事支出金 

主として個別法による原価法(貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定) 

ハ たな卸資産 

① 未成業務及び工事支出金 

同左 

  ② 仕掛販売用不動産 

個別法による原価法(貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定) 

  

② 仕掛販売用不動産 

同左 

㈱塩見ホールディングス（2414）　平成23年３月期決算短信

20



  

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ③ その他のたな卸資産 

 商品、製品、原材料 

主として総平均法による原価法(貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定) 

③ その他のたな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産(リース資産を除く) 

 定率法 

 ただし、国内連結子会社は平成10年４

月１日以降取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。 

 建物及び構築物   15～65年 

 機械装置及び運搬具 ６～17年 

イ 有形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

  ロ 無形固定資産(リース資産を除く) 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

ロ 無形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

  ハ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格

を零とする定額法を採用しております。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が、

平成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借処理に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

  

ハ リース資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 当社及び国内連結子会社は、債権の

貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に債権の回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 債務保証損失引当金 

 債務保証に対する損失に備えるため、

債務保証先の財政状態を勘案して計上し

ております。  

ロ 債務保証損失引当金 

       同左  
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前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(4)重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 当社及び国内連結子会社のうち１社

は、繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。ただし、金利スワップ取引につい

て、特例処理の要件を満たす場合には特

例処理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

────── 

  

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金の金利 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

────── 

  

  ハ ヘッジ方針 

 財務上のリスク管理の一環として、借

入金の金利変動リスクを軽減する目的で

行っております。 

ハ ヘッジ方針 

────── 

  

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しております。ただ

し、特例処理を採用している金利スワッ

プ取引については、有効性の評価を省略

しております。 

  

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

────── 

(5)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。控除対象外

消費税は、一括して長期前払費用として

計上し、一定期間(５年)にわたり償却し

ております。 

イ 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。控除対象外

消費税は、一括して長期前払費用として

計上し、一定期間(５年)にわたり償却し

ております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。  

  

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、３年～20年間の定額法により償却を行

っております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

  

同左 
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(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 ────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す 

 なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益への影響はありません。また、当会計基準

等の適用開始による資産除去債務の変動額はありませ

ん。   

  （企業結合に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」 

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財 

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成 

20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の 

一部改正」（企業会計基準第23 号 平成20年12 月26 

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準 

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基 

準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分） 

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す 

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年 

12月26日）を適用しております。  

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで、「長期未収入金」は、投資その

他の資産の「その他」に含めて、表示しておりました

が、当連結会計年度において、資産の総額の100分の５

を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度末の「長期未収入金」は

120,308千円であります。 

（連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22 号 平成20 年12 月26日）に基

づき、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平

成21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株

主損益調整前当期純損失」の科目で表示しております。

(9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。 
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(10）注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券（株式） 千円5,750

投資その他の資産のその他（出資金） 千円36,000

投資有価証券（株式） 千円5,750

投資その他の資産のその他（出資金） 千円36,000

※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに担保付債務は、次のと

おりであります。 

(1) 担保資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに担保付債務は、次のと

おりであります。 

(1) 担保資産 

現金及び預金（定期預金） 千円7,541

受取手形 千円20,000

建物及び構築物 千円1,842,968

土地 千円6,903,652

投資有価証券 千円591

投資その他の資産のその他

（投資不動産） 
千円30,000

計 千円8,804,753

建物及び構築物 千円1,346,477

土地 千円1,807,400

関係会社株式  千円1,903,185

投資その他の資産のその他

（投資不動産） 
千円15,000

計 千円5,072,063

(2) 担保付債務 (2) 担保付債務 

短期借入金 千円6,911,001

長期借入金 千円527,748

計 千円7,438,749

短期借入金 千円5,179,707

長期借入金 千円520,377

計 千円5,700,084

(3) 第三者の担保として、以下のものを提供しておりま

す。 

  

第三者の名称 勘定科目 金額 

インシナー商事㈱  建物及び構築物  千円228,912

  土地  千円85,533

  計  千円314,446

塩見 信孝  建物及び構築物  千円4,683

  土地  千円29,185

  計  千円33,868

合計    千円348,314

(3) 第三者の担保として、以下のものを提供しておりま

す。 

  

第三者の名称 勘定科目 金額 

インシナー商事㈱  建物及び構築物  千円221,168

  土地  千円85,533

  計  千円306,701

塩見 信孝  建物及び構築物  千円4,240

  土地  千円29,185

  計  千円33,425

合計    千円340,127
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前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

３．偶発債務 

 下記の会社等について、以下の債務保証を行ってお

ります。 

  

保証先 内容 金額 

㈱成幸利根  借入債務  千円267,718

学校法人 萩学園  借入債務  千円429,072

㈱北陸建材社  借入債務  千円87,550

㈱Ｚ 借入債務  千円195,000

㈱みらい  借入債務  千円106,006

  リース債務  千円2,673

  計  千円108,679

興繕セキシン㈱  リース債務  千円65,331

インシナー商事㈱ 借入債務  千円73,039

  リース債務  千円518

  計 千円73,557

㈱ヤマト建材  借入債務  千円55,425

  リース債務  千円937

  計 千円56,362

㈱エネシステム  借入債務  千円20,000

㈱日本不動産管理 リース債務  千円2,906

㈱Actus One リース債務 千円 27,725

㈱ＫＲコーポレイション 借入債務 千円 186,793

㈱ステップアップ及び㈱

ホームポイント他５社 
借入債務  千円2,270,450

合計      千円3,791,147

３．偶発債務 

 下記の会社等について、以下の債務保証を行ってお

ります。 

  

保証先 内容 金額 

学校法人萩学園  借入債務  千円423,195

㈱北陸建材社  借入債務  千円64,270

㈱Ｚ 借入債務  千円195,000

㈱みらい  借入債務  千円97,709

興繕セキシン㈱  リース債務  千円42,273

インシナー商事㈱ 借入債務  千円73,039

  リース債務  千円222

  計 千円73,261

㈱ヤマト建材  リース債務  千円615

㈱エネシステム  借入債務  千円15,680

㈱日本不動産管理 借入債務  千円298,500

  リース債務  千円1,112

      計 千円299,612

㈱Ａｃｔｕｓ Ｏｎｅ リース債務 千円 6,268

㈱ＫＲコーポレイション 借入債務 千円 116,609

㈱ステップアップ及びホ

ームポイント㈱他４社 
借入債務  千円1,960,846

合計      千円3,295,342
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な科目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な科目及び金額

は次のとおりであります。 

役員報酬 千円110,757

給与手当 千円58,859

租税公課 千円79,589

支払手数料 千円236,974

のれん償却費 千円109,964

貸倒引当金繰入額 千円73,471

支払手数料 千円166,982

のれん償却費 千円184,697

貸倒引当金繰入額 千円105,971

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物       千円8,758

土地 千円4,364

その他 千円11

計             千円13,135

建物及び構築物       千円2,996

土地 千円7,386

計             千円10,383

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物      千円140,877

機械装置及び運搬具      千円336

土地      千円311,634

その他 千円10

計            千円452,858

建物及び構築物      千円141,675

土地      千円91,090

投資不動産 千円10,420

計            千円243,185

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物    千円575

機械装置及び運搬具        千円300

計             千円875

建物及び構築物    千円5,040

機械装置及び運搬具        千円143

計             千円5,183

※５．減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。   

  当社グループは、減損損失の算定に当たり、他の資産又は資

産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位によって資産のグループ化を

行っております。事業用資産については主として管理会計上の

事業所を単位としてグループ化し、賃貸用資産、投資不動産及

び遊休資産については個別にグループ化を行っております。 

用途 種類 場所 その他 金額(千円)

自社使用資

産等 

建物及び構

築物 

山口県 

萩市  
 －  583,602

 遊休不動産 
建物及び構

築物、土地 

島根県 

出雲市 
 －  28,526

 投資不動産 

投資その他

の資産のそ

の他  

広島県 

呉市等 
 －  1,284

 賃貸不動産 
建物及び構

築物、土地 

広島県 

呉市等 
 －  333,545

合計        946,956

※５．減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。   

  当社グループは、原則として、事業用資産につい

ては管理会計上の事業所を規準としてグルーピング

を行っており、賃貸不動産、投資不動産及び遊休不

動産については個別資産ごとにグルーピングを行っ

ております。 

  当連結会計年度において、時価が著しく下落した

ものについては、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、売却を予定しております不動産については帳簿

価額を売却予定額とし、当該減少額を214,151千円を

特別損失として計上しております。 

  その内訳は、建物114,387千円、建物付属設備112

千円、構築物17千円、土地99,634千円であります。 

  なお、回収可能価額は、不動産鑑定評価額、公示

価格及び固定資産税評価額を基にした正味売却可能

価額により評価しております。  

  

場所 用途 種類 

広島県呉市 遊休不動産  土地  

広島県呉市  賃貸不動産  
建物、建物付属

設備及び土地 

広島県呉市  賃貸不動産  
建物、構築物及

び土地  

広島県呉市  賃貸不動産  建物及び土地 

広島県広島市 賃貸不動産  建物及び土地 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（自社使用資産等） 

 当連結会計年度において、当社において営業赤字を計上して

いること及び当社グループにおいて組織再編成を推し進めてい

ることから自社使用資産について今後の事業展開等を総合的に

判断した結果、確実性の高い将来キャッシュ・フローの発生を

見積もることが困難であると判断し、当該資産について、減損

損失（583,602千円）として、特別損失に計上しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しております。正味売却価額は不動産鑑定評価額に基づ

いて評価しております。 

  

 （遊休不動産） 

 当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休不動産

について著しい時価の下落が認められたため、当該資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（ 千円）として、特別損失に計上しております。当該

資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定してお

ります。正味売却価額は不動産鑑定評価額又はそれに準ずる方

法、若しくは固定資産税評価額（土地については固定資産税評

価額を基礎として算定した公示価格相当額）に基づいて評価し

ております。 

28,526

  

（投資不動産） 

 当連結会計年度において、投資目的で所有している不動産に

ついて著しい時価の下落が認められたため、当該資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（ 千円）として、特別損失に計上しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しております。正味売却価額は固定資産税評価額（土地

については固定資産税評価額を基礎として算定した公示価格相

当額）に基づいて評価しております。 

1,284

  

（賃貸不動産） 

 当連結会計年度において、賃貸不動産について賃料水準の大

幅な下落及び継続的な地価の下落により、当該資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（

千円）として、特別損失に計上しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しております。正味売却価額は不動産鑑定評価額又はそ

れに準ずる方法、若しくは固定資産税評価額（土地については

固定資産税評価額を基礎として算定した公示価格相当額）に基

づいて評価しております。 

333,545

  

※６．事業譲渡益   

   前連結会計年度に事業分離を実施した㈱塩見設計の

事業譲渡代金に係る清算金であります。 
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当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）  

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益  

   

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益  

               

  

 前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加26,600千株は、第三者割当増資による増加16,600千株、新株予約権の権利行

使による新株の発行による増加10,000千株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

（注）１．新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。また、当連結会計年度減少

は、新株予約権の行使によるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益  △3,134,249千円 

少数株主に係る包括利益       －      

       計 △3,134,249千円 

その他有価証券評価差額金   9,353千円 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  27,276  26,600  －  53,876

合計  27,276  26,600  －  53,876

自己株式         

普通株式  2  －  －  2

合計  2  －  －  2

区分  新株予約権の内訳  
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
当連結会計
年度末残高

(千円) 
前連結会
計年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 第３回新株予約権 普通株式  －  10,000,000  10,000,000  －  －

合計   －  10,000,000  10,000,000  －  －

㈱塩見ホールディングス（2414）　平成23年３月期決算短信

28



 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加72,777千株は、第三者割当増資による増加27,777千株、新株予約権の権利行

使による新株の発行による増加45,000千株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

（注）１．新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。また、当連結会計年度減少

は、新株予約権の行使によるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  53,876  72,777  －  126,654

合計  53,876  72,777  －  126,654

自己株式         

普通株式  2  －  －  2

合計  2  －  －  2

区分  新株予約権の内訳  
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
当連結会計
年度末残高

(千円) 
前連結会
計年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 第４回新株予約権 普通株式  －  45,000  45,000  －  －

合計   －  45,000  45,000  －  －
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  （平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 千円75,590

預入期間が３か月を超える定期預金 千円△47,853

現金及び現金同等物 千円27,736

  （平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 千円16,189

預入期間が３か月を超える定期預金 千円－

現金及び現金同等物 千円16,189

※２．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却により中央設計㈱、㈱田辺設計、㈱塩見

キャリアフィールディング、㈱ＫＲコーポレイション

（旧㈱アペック）が連結子会社でなくなったことに伴

う売却時の資産及び負債の内訳並びに中央設計㈱、㈱

田辺設計、㈱塩見キャリアフィールディング、㈱ＫＲ

コーポレイション株式の売却価格と売却による収入は

次のとおりであります。  

 ２．重要な非資金取引の内容  

 平成22年11月19日に実施したデット・エクイティ・

スワップ（債務の株式化）による増加額及び減少額。

 短期借入金の減少額          149,999千円

 現物出資の受入による資本金の増加   74,999千円

 現物出資の受入による資本剰余金の増加 74,999千円

  

流動資産     千円139,415

固定資産    千円943

流動負債    千円△130,233

関係会社株式売却益     千円15,034

中央設計㈱の株式の売却価額     千円25,160

中央設計㈱の現金及び現金同等物     千円△1,188

差引：中央設計㈱の売却による収入    千円23,971

流動資産    千円100,527

固定資産    千円5,969

流動負債    千円△67,733

固定負債     千円△7,495

負ののれん     千円△735

関係会社株式売却損     千円△2,033

㈱田辺設計の株式の売却価額     千円28,500

㈱田辺設計の現金及び現金同等物     千円△18,377

差引：㈱田辺設計の売却による収入     千円10,122

流動資産    千円78,173

固定資産    千円7,382

流動負債    千円△137,008

関係会社株式売却益    千円56,452

㈱塩見キャリアフィールディングの株式
の売却価額     千円5,000

㈱塩見キャリアフィールディングの現金
及び現金同等物     千円△4,717

差引：塩見キャリアフィールディングの
売却による収入     千円282

流動資産     千円603,307

固定資産    千円907,798

流動負債    千円△462,980

固定負債    千円△443,792

負ののれん    千円△518,136

関係会社株式売却損     千円△86,193

㈱ＫＲコーポレイションの株式の売却価額     千円1

㈱ＫＲコーポレイションの現金及び現金同等
物     千円△32,918

差引：㈱ＫＲコーポレイション売却による支
出     千円△32,916
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Ⅰ．前連結会計年度（自平成21年４月１日  至平成22年３月31日）  

 略 

  

Ⅱ．当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。 

 当社グループは、報告セグメントを事業別とし、「不動産事業」「金融事業」「産廃事業」の３つにお

いて事業活動を展開しております。 

 「不動産事業」は、不動産賃貸、仲介及びその他不動産に関連する事業を営んでおります。「金融事

業」は、貸金業及びその他貸金業に関連する事業を営んでおります。「産廃事業」は、産業廃棄物処理業

を営んでおります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

 当連結会計年度（自平成22年4月1日 至平成23年3月31日）              （単位 千円）

  

  

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項） 

 セグメント損失の調整額△90,590千円は、報告セグメントに配分していない全社費用△90,590千円であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。 

 セグメント資産の調整額3,237,359千円は、報告セグメントに配分していない全社資産3,237,359千円で

あります。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります  

  

   

（セグメント情報等）

a．セグメント情報

  

  

報告セグメント  
調整額  合計  

不動産事業 金融事業 産廃事業 計  

売上高              

 外部顧客に対する売上高   131,921 31,011 225,954 388,887  － 388,887 

 セグメント間の内部売上高 

 又は振替高  
 －  － － － － －

計  131,921 31,011 225,954 388,887  － 388,887 

セグメント損失（△）  △30,546 △342,661 △45,056 △418,263 △90,590 △508,854 

セグメント資産 7,539,290 1,123,301 3,279,545 11,942,137 3,237,359 15,179,496

その他   

 減価償却費 38,818 － 12,253 51,071 17,933 69,005

 有形固定資産及び無形固定 

 資産の増加額 
－ － － － － －
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当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に保有している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。 

   

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 （単位 千円）

  

  

  

  

   

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

  

  

  

    

当連結会計年度において、該当事項はありません。 

  

（追加情報）  

 当連結会計年度により「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。  

    

b．関連情報

c．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  不動産事業 金融事業 産廃事業  全社及び消去 合計  

 減損損失 214,151 － － － 214,151

d．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

  不動産事業 金融事業 産廃事業  全社及び消去 合計  

 当期償却額 78,988 － 105,709 － 184,697

 当期末残高 1,500,772 － 1,638,495 － 3,139,267

e．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

該当事項はありません。  

  

  

 リース取引関係、関連当事者情報、税効果会計関係、金融商品関係、有価証券関係、賃貸等不動産、資産除去債務に

関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

 また、デリバティブ取引関係、退職給付関係、ストック・オプション等関係、企業結合等関係、関連対象特別目的会

社に関する注記事項については該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   円 銭△39 56

１株当たり当期純損失   円 銭82 17

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   円 銭2 63

１株当たり当期純利益   円 銭29 77

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は純損失金額（△）            

 当期純利益又は純損失（△）（千円）  △3,146,111  2,073,833

 普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

 普通株式に係る当期純利益又は純損失（△） 

 （千円） 
 △3,146,111  2,073,833

 普通株式の期中平均株式数（千株）  38,288      69,657

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,116 3,438

短期貸付金 63,673 62,713

未収入金 1,047,097 445,129

仮払金 103,154 208,154

営業外受取手形 20,000 －

その他 24,429 24,154

貸倒引当金 △2,903 △4,712

流動資産合計 1,272,567 738,877

固定資産   

有形固定資産   

建物 424,227 249,810

減価償却累計額 △38,822 △29,473

建物（純額） 385,405 220,337

構築物 8,803 8,803

減価償却累計額 △6,903 △7,751

構築物（純額） 1,900 1,051

工具、器具及び備品 56 56

減価償却累計額 △56 △56

工具、器具及び備品（純額） 0 0

土地 147,008 85,533

有形固定資産合計 534,314 306,922

無形固定資産   

ソフトウエア 483 385

無形固定資産合計 483 385

投資その他の資産   

投資有価証券 0 0

関係会社株式 1,905,135 1,935,135

出資金 1,000 1,000

長期貸付金 1,715,550 1,402,053

関係会社長期貸付金 7,911,897 8,592,256

破産更生債権等 883,015 854,752

長期前払費用 19,111 12,538

長期未収入金 725,468 16,454

関係会社長期未収入金 180,961 169,980

その他 1,091 1,035

貸倒引当金 △5,335,577 △5,908,896

投資その他の資産合計 8,007,654 7,076,310

固定資産合計 8,542,452 7,383,618

資産合計 9,815,019 8,122,495
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 6,753,013 4,302,534

関係会社短期借入金 － －

1年内返済予定の長期借入金 3,047,423 1,880,762

未払金 2,125,982 2,185,072

未払費用 180,826 327,158

未払法人税等 22,194 28,346

預り金 14,017 12,238

その他 50,425 48,317

流動負債合計 12,193,883 8,784,430

固定負債   

長期借入金 300,000 300,000

債務保証損失引当金 730,015 730,015

その他 16,292 15,127

固定負債合計 1,046,307 1,045,142

負債合計 13,240,191 9,829,572

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,819,805 3,017,429

資本剰余金   

資本準備金 3,125,438 3,323,063

資本剰余金合計 3,125,438 3,323,063

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △9,369,467 △8,046,622

利益剰余金合計 △9,369,467 △8,046,622

自己株式 △947 △947

株主資本合計 △3,425,171 △1,707,077

純資産合計 △3,425,171 △1,707,077

負債純資産合計 9,815,019 8,122,495
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業収入   

経営管理料 11,428 11,428

不動産事業等売上高 42,316 39,228

営業収入合計 53,745 50,657

営業費用   

不動産事業等売上原価 20,147 13,110

営業費用合計 20,147 13,110

営業総利益 33,597 37,546

販売費及び一般管理費 1,454,609 885,622

営業損失（△） △1,421,011 △848,075

営業外収益   

受取利息 8,752 107,193

その他 2,864 6,046

営業外収益合計 11,616 113,240

営業外費用   

支払利息 221,039 155,125

支払手数料 25,034 6,945

株式交付費 44,166 5,088

遅延損害金 504,300 2,994

その他 1,501 31,794

営業外費用合計 796,042 201,948

経常損失（△） △2,205,437 △936,783

特別利益   

関係会社株式売却益 15,900 －

貸倒引当金戻入額 104,323 －

債務免除益 1,100,000 965,932

債務保証損失引当金戻入額 146,643 －

損害賠償金収入 － 1,221,419

その他 899 252,939

特別利益合計 1,367,766 2,440,290

特別損失   

貸倒引当金繰入額 2,712,582 －

関係会社株式売却損 125,302 －

関係会社株式評価損 132,999 －

債務保証損失引当金繰入額 262,212 －

固定資産売却損 277,795 179,430

その他 2,204 －

特別損失合計 3,513,095 179,430

税引前当期純損失（△） △4,350,766 1,324,076

法人税、住民税及び事業税 2,680 1,232

法人税等還付税額 △26,314 －

法人税等合計 △23,634 1,232

当期純損失（△） △4,327,132 1,322,844
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,534,105 2,819,805

当期変動額   

新株の発行 285,700 197,624

当期変動額合計 285,700 197,624

当期末残高 2,819,805 3,017,429

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,839,738 3,125,438

当期変動額   

新株の発行 285,700 197,624

当期変動額合計 285,700 197,624

当期末残高 3,125,438 3,323,063

資本剰余金合計   

前期末残高 2,839,738 3,125,438

当期変動額   

新株の発行 285,700 197,624

当期変動額合計 285,700 197,624

当期末残高 3,125,438 3,323,063

利益剰余金   

利益準備金   

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期変動額合計 － －

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △5,042,334 △9,369,467

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △4,327,132 1,322,844

当期変動額合計 △4,327,132 1,322,844

当期末残高 △9,369,467 △8,046,622

利益剰余金合計   

前期末残高 △5,042,334 △9,369,467

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △4,327,132 1,322,844

当期変動額合計 △4,327,132 1,322,844

当期末残高 △9,369,467 △8,046,622
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △947 △947

当期変動額   

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △947 △947

株主資本合計   

前期末残高 330,560 △3,425,171

当期変動額   

新株の発行 571,400 395,249

剰余金の配当 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △4,327,132 1,322,844

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △3,755,732 1,718,094

当期末残高 △3,425,171 △1,707,077

純資産合計   

前期末残高 330,560 △3,425,171

当期変動額   

新株の発行 571,400 395,249

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △4,327,132 1,322,844

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 △3,755,732 1,718,094

当期末残高 △3,425,171 △1,707,077
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継続企業の前提に関する注記

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

前々事業年度からのサブプライムローン問題の長期化

に起因する金融市場の信用収縮、公共投資の減少傾向が

継続する中で、住宅投資の減少、熾烈な価格競争、資材

の価格の高騰による事業延期、改正建築基準法による設

計業務の長期化等により、当社を取り巻く事業環境は極

めて厳しいものとなっております。 

これにより前事業年度においては、売上高の大幅な減

少等による営業損失212百万円、経常損失487百万円、貸

倒引当金繰入額、関係会社株式売却損等による特別損失

5,231百万円を計上し当期純損失が5,538百万円となり、

純資産額が330百万円となりました。そのため、金融機関

数社との間で締結しておりますコミットメントライン等

に付与されております財務制限条項に抵触致した結果、

一部の金融機関の借入に対し期限の利益を喪失しており

ます。 

 また、当事業年度においても世界的な金融危機の影響

は根強く、一部企業の収益改善は見受けられるものの、

企業収益や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷等引き続き

厳しい状況で推移しております。民間設備投資の慎重姿

勢や公共投資の縮小継続など、当社の事業環境は依然と

して厳しい状況が続き、営業損失1,421百万円、経常損失

2,205百万円、当期純損失4,327百万円を計上し、純資産

合計は3,425百万円の債務超過状況となりました。当該状

況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しております。 

 当社はこの状況を解消するため、子会社株式の一部又

は全株式の売却、不採算会社の規模縮小又は事業の清

算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及

び貸付金の回収、金融機関への支援要請等を行っており

ます。また、第三者割当増資と新株予約権の発行による

資金調達を行い、財務体質の改善を図り経営を安定させ

ることも同時にすすめております。 

 今後、一部金融機関の借入に対し期限の利益を喪失し

ているものは、債務返済の繰り延べ、縮減の交渉を継続

的に進め、負債付き資産の売却、債務の株式化等により

債務超過の解消に取組んでまいります。また、債務の縮

減を図ると同時に、新たな資本政策を行うことにより、

従前より当社が保有している建設関連事業のノウハウと

シナジー効果が見込まれる新たな会社に対し、売上、収

益、財務内容、資金負担等を総合的に検討し、当社の事

業基盤、収益基盤の確保に繋がる会社をグループ化して

いく計画であります。その結果、当社の企業価値向上、

株主価値向上に繋がり、持続的成長に向けた企業価値向

上が可能になると考えております。 

 当社は、当連結会計年度において1,324百万円の純利

益を計上しましたが、債務超過の状態を解消するには

至らず、損益面につきましても、848百万円の営業損失

及び936百万円の経常損失を計上する等、前連結会計年

度に引き続き大幅な損失を計上することとなりまし

た。また、資金調達面についても、当社への与信の低

下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20

年９月以降、金融機関への元利金の弁済をほぼ凍結し

ております。 

 これらの状況により、当社には、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。 

 当社は、これらの状況を解消するために、前々連結

会計年度より子会社株式の売却、不採算会社の規模縮

小又は事業の清算、グループ全体の販管費削減、遊休

不動産等の売却及び貸付金の回収を行い、さらに金融

機関への支援要請、第三者割当増資と新株予約権によ

る資金調達を行うことにより、財務体質の改善と経営

の安定化を図ってまいりました。この結果、当連結会

計年度において1,324百万円の純利益を計上いたしまし

た。 

 今後につきましては、①財務体質の更なる改善、②

収益の柱となる新規事業の展開により、継続して成長

するための財務基盤と収益基盤を再構築してまいりま

す。財務体質の改善につきましては、第三者割当増資

を視野に入れた資金調達、遊休資産の売却及び金融機

関への支援要請による金融債務の圧縮等を計画してお

ります。新規事業の展開につきましては、ポータブル

放射線測定器（ガイガーカウンター）等の放射線対策

に関する機器の販売及び、東北地方を拠点とした東日

本大震災の復興に係る、被災地向けの技術者派遣、津

波による瓦礫の廃棄物処理等を行うことを検討してお

ります。当社グループが培ってきた建設関連のノウハ

ウを最大限活用し、安定収益の見込める事業に経営資

源を集中させ、営業損益の黒字化を目指してまいりま

す。 

 しかしながら、金融債務の圧縮については金融機関

等と協議しながら進めている途中であり、増資による

資金調達についてもスポンサーとの協議が必要である

ため、計画通り進行しない可能性があります。また、

新規事業の展開についても事業の構築を適切に行うこ

とができない可能性、又は構築によっても想定した事

業運営上の改善を実現できない可能性があるため、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められます。 

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を連結財務諸表には反映しておりませ

ん。  
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前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 しかし、これらの施策に関しては、売却・譲渡・事業

会社の再構築が計画どおりに進行しない可能性があるた

め、財務体質改善は金融機関等と協議を行いながら進め

ている途中であるため、また、増資による資金調達は計

画とおり実行されない可能性があるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を財務諸表には反映しておりません。 
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(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

② その他の役員の異動 

新任予定取締役候補   

社外取締役 葉山 道明   

  

新任予定監査役候補  

社外監査役 塩見 博 

  

③ 就任予定日 

平成23年６月29日 

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

６．その他
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